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点検結果表（租税特別措置等に係る政策評価） 

制度名 特定非営利活動法人に係る税制上の特例措置 府省名 外務省 

税 目 法人税、所得税、法人事業税、法人住民税、個人住民税 

区 分 ■新設       ■拡充       ■延長      □事後 

 

【点検結果】 

政策目的に向けた手段としての「有効性」についての分析・説明が不十分である。 

 

（説明） 

（１）本租税特別措置等のうち特定非営利活動法人に係るＰＳＴ基準値の緩和措置（総収入金額等に占める受

入寄附金総額の割合を３分の１から５分の１に緩和）の恒久化について、当該緩和措置により認定を受け

た特定非営利活動法人数の過去の実績について把握されておらず、当該緩和措置が適用され得る法人の全

体数からみて想定外に僅少でないことについて説明されていない。 

（２）税収減を是認するような有効性について、主に以下のような疑問がある。 

① 本租税特別措置等の効果を把握するために設定されている測定指標（ＮＰＯ等に対する国民の寄附額

のＧＤＰ比率を５～10倍にすること）は、本租税特別措置等により達成しようとする目標の対象である

国際協力ＮＰＯ以外の団体等への寄附額を含むものであり、本租税特別措置等のみの効果（例えば、本

租税特別措置等のみで国際協力ＮＰＯに対する国民の寄附額の増加にどの程度寄与するのか）を把握で

きないため、その効果の検証が困難である。 

② 本租税特別措置等の適用数の将来推計について、平成 23 年度末の認定特定非営利活動法人数は約

1,100 法人等としているが、試算が適切でなく、算定根拠に問題があり、その見込みの確度が不透明で

ある。 

③ 過去において、税収減を是認するような効果が発現したのかについて説明されていない。 

④ 本租税特別措置等は、ⅰ．認定特定非営利活動法人への寄附を促すもの、ⅱ．ＰＳＴ基準を満たすこ

と等ができずに認定が得られていない特定非営利活動法人に対して認定又は認定に準ずる措置を与える

もの、ⅲ．寄附以外の事業を行っている認定特定非営利活動法人への措置の三つの要素に分かれている

ところ、ⅱ．に係る部分について税収減を是認するような効果が確認されることをもって、本租税特別

措置等全体について効果があると説明しており、将来における本租税特別措置等の税収減を是認するよ

うな効果の見込みが不透明である。 
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点検項目 評価の実施状況 課題 

分析対象期間    

 ① 分析対象期間 ■設定あり □設定なし ○ 

租税特別措置等の必要性等    

 

② 政策目的 ■説明あり □説明なし  

 
③ 根拠 ■明らか □明らかでない  

④ 
政策体系での位置 
付け 

■明らか □明らかでない  

⑤ 達成目標 ■説明あり □説明なし  

 
⑥ 測定指標の設定 ■定量化 □定性的記述 □設定なし ○ 

⑦ 政策目的への寄与 ■説明あり □説明なし  

租税特別措置等の有効性等    

 

⑧ 適用数等の実績把握 ■定量化  □定量化(根拠なし)  □定性的記述 □把握なし  

 ⑨ 
僅少・偏りのない 
状況 

■説明あり □説明なし ○ 

⑩ 適用数等の将来予測 ■定量化  □定量化(根拠なし)  □定性的記述 □予測なし ○ 

⑪ 減収額の実績把握 □定量化 □定量化(根拠なし) ■把握なし ○ 

⑫ 減収額の将来予測 ■定量化 □定量化(根拠なし) □予測なし ○ 

⑬ 
政策目的の実現状況 
の把握 

□定量化 □定性的記述 ■把握なし ○ 

⑭ 政策目的の達成予測 □定量化 ■定性的記述 □予測なし  ○ 

⑮ 達成目標の実現状況 □達成されていない □達成されている ■説明なし ○ 

⑯ 
措置されなかった場 
合の予想 

■説明あり □説明なし ○ 

⑰ 
税収減是認の効果の 
実績確認 

□説明あり ■説明なし ○ 

⑱ 
税収減是認の効果の 
将来見込み 

■説明あり □説明なし ○ 

⑲ 
効果がない場合の要 
因分析 

■該当しない □分析あり □分析なし  

租税特別措置等の相当性    

 

⑳ 
租特の手段をとる必 
要性・適切性 

■説明あり □説明なし  

○21  
他の政策手段との役 
割分担 

■他の政策手段はない □説明あり □説明なし    

○22  
地方公共団体が協力 
する相当性 

□地方税に関係しない ■説明あり □説明なし ○ 
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